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研究成果の概要（和文）：本研究では、サプライチェーン・ネットワークにおける企業間の提携、すなわち上下流企業
間の提携や競合企業間の提携に関わる戦略的意思決定を支援するためのモデルをゲーム理論を用いて構築した。従来の
研究の圧倒的多くは製造業者と販売業者という2層構造のもとでの提携を対象としており、本研究では大幅に拡張した
構造を扱った。加えて、流通工程のみならず、製品企画や広告といったマーケティング活動における戦略的提携をも分
析の対象とした。モデル分析により得られた数々の理論的成果を通じて、現代の企業が直面する様々な状況下での意思
決定に対して、多くの新しい科学的知見を与えられたと考えている。

研究成果の概要（英文）：In this research, we develop game theoretic models to support strategic decision 
making for determining coalition formation in supply chain networks. We focus both on vertical and 
horizontal alliance. Although most of previous studies explore only two-tier supply chain consisting of 
manufacturers and retailers, we extensively consider various types of chain structures. In addition, not 
only in a distribution stage well studied in the previous literature, we also investigate coalition 
formation in some other important marketing activities including product design, advertising, and so on. 
The theoretical results obtained through our model analysis could provide rich insights into firms' 
strategic alliance in various structures and aspects in the real-world supply chains.

研究分野：応用ゲーム理論

キーワード： ゲーム理論　非協力ゲーム　協力ゲーム　提携形成　マーケティング　製販連携
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１．研究開始当初の背景 
東日本大震災は津波被害や原発事故の問
題だけではなく、内外のサプライチェーンに
も大きな影響をもたらした。これは現代のサ
プライチェーンが、国境や業態を超えた多数
の企業によって、多くの階層を持つネットワ
ークを構成していることが要因である。さら
に、チェーンの構造が複雑化するだけでなく、
チェーン内の各企業間のパワーバランスに
おいても、急速な変化が生じてきている。す
なわちこれまでは、一連の製品提供プロセス
に関して、川上の製造業が大きな影響力を持
ってリーダーシップを発揮していたのに対
し、最近では川下のリテーラーや、あるいは
商社のような川中にある企業がリーダーシ
ップをとる例も増えてきた。具体的には、コ
ンビニによるプライベートブランドの商品
開発や、総合商社による垂直統合的な上下流
への投資事業などがそれにあたる。そして、
こういった環境下で各企業が製品の効率的、
安定的供給を行い、利潤を増やしていくため
には、企業間の戦略的提携の成否が一つの重
要な鍵となる。しかしながら、このような複
雑化したネットワークにおいては企業間の
コンフリクトも様々な形で現れるため、それ
に向けた意思決定に際しては、従来には存在
しなかった様々なインパクトを考慮するこ
とが本質的である。しかし、あまりにも変化
が急速、かつ複雑化した状況ゆえ、こういっ
た環境下での意思決定をサポートするため
の理論や方法論が非常に少ないのが現状で
ある。そこで本研究では、こうした状況下で
の各企業の提携に関する戦略的意思決定の
分析に関して、モデルの構築とその解析を行
うことで、戦略的提携を支援するための科学
的手法に基づいた理論をいち早く確立させ
ることを試みた。 
企業のサプライチェーン・マネジメントに
関わる戦略的意思決定のための研究は、ケー
ススタディに基づく定性的アプローチ、統計
的手法に基づく実証的アプローチ、そしてオ
ペレーションズ・リサーチやゲーム理論の手
法に基づく数理モデル解析的アプローチ等、
様々なアプローチによってなされている。本
研究ではその中で、ネットワークを構成する
多数の企業（意思決定主体）間で互いにコン
フリクトがある中で、戦略的提携に向けてど
のような意思決定を行えばよいのかを科学
的に議論するという観点から、ゲーム理論を
用いた数理モデル的アプローチにより研究
を行った。ゲーム理論的アプローチを用いる
ことで、このような状況下での合理的な意思
決定に関する示唆を、科学的根拠と共に得る
ことができる。 
サプライチェーンにおける企業間提携に
関連するゲーム理論的研究は、これまで経営
工学の分野で、特に海外において盛んに研究
がされてきている。しかしながら、その多く
は製造業者と販売業者（リテーラー）からな
る高々2 層のモデルとして単純化がなされ、

現実の多くのネットワークに現れる、多層構
造やあるいは同一層内での企業間競争とい
った側面については無視されている。また、
多くの既存研究は意思決定の対象を卸売／
小売価格の決定を中心とする流通工程に焦
点を当てている。しかしながら、今日では製
品企画やプロモーションなど、マーケティン
グ活動のあらゆる場面においてサプライチ
ェーン内の各企業が戦略的に提携を組むこ
とが行われており、ゆえに研究対象とする意
思決定の範囲をこうしたものまで拡げるこ
とが必須と考えた。こういった従来研究が扱
ってこなかった重要なトピックについて、ご
く最近になって先駆的な理論研究がいくつ
か出てきているが、いずれも非常に限定的な
範囲にとどまっている。また、少なくとも国
内の研究者による研究成果はほぼ皆無であ
ることから、日本企業の意思決定の支援に供
すると言う意味でも、本研究を行う意義は極
めて大きいと考えたことが研究の背景とし
てある。 
 
２．研究の目的 
本研究では具体的に、様々なパワーバランス
の可能性を考慮に入れたネットワーク型サ
プライチェーンを想定した上で、各企業の意
思決定問題を定式化し、そのもとでの任意の
企業間の垂直／水平型提携についてゲーム
理論を援用したモデル分析を通じて、（１）
どのような提携が安定的に実現し得るのか、
そしてそのために必要な提携内の合理的利
益配分とはどのようなものなのか？（２）意
思決定のフェーズとして、製品戦略（製品設
計、製品ラインナップ決定など）、流通戦略
（販売チャネル、ロケーション決定など）、
広告戦略、等の各フェーズを取り込んだとき、
これらにおける企業の戦略的提携とはどの
ようなものなのか？、ということについて理
論的知見を得ることを目的とした。（１）に
ついては、現実的でありながら分析の困難さ
から従来あまり焦点を当てられていなかっ
た、企業間に非対称性のある市場について積
極的に取り組むことを目指した。また、（２）
については、マス・カスタマイゼーション、
多店舗展開、プライベートブランド、あるい
はインストア広告といったキーワードに象
徴される現代特有のビジネスモデルを対象
とすることを心がけた。これらのモデル分析
によって多くの理論的成果を得ることがで
きれば、現実のサプライチェーンにおける戦
略的提携について、より広い視野に立った上
での合理的意思決定に示唆を与えることが
でき、それは社会システム工学にとって大き
な意義のあることと考えられる。また学術の
みならず実務面でも、とかく経験則に頼りが
ちな現実の企業戦略に対して少なからずイ
ンパクトを与えられるものと期待して、研究
を行った。 
 
３．研究の方法 



本研究は数理的手法に基づくモデル構築と
その解析という理論的な研究が主となるた
め、研究は基本的に関連論文や書籍を参考に 
した上での机上検討及び数値シミュレーシ
ョンを中心に行った。また、情報収集や研究 
成果の発表を目的として、国内外への出張を 
何度か行った。 
 
４．研究成果 
３年間に渡る本研究を通じて、サプライチェ
ーン・ネットワークにおける様々な文脈での
企業の戦略的意思決定を支援するためのモ
デルを作成することができた。また、そのモ
デルを解析することにより、現代固有の様々
なネットワーク構造、およびビジネスモデル
を前提とした上での企業間の戦略的提携に
ついて、基礎的な知見・示唆を豊富に得るこ
とができた。具体的な成果を以下に詳述する。 
 
（１） シリアルな多層サプライチェーンに 
おける垂直統合の安定性と利益配分 
 
シリアルな多層サプライチェーン下で任
意の企業が卸売価格の決定に関してリーダ
ーシップをとることを前提とし、その場合の
垂直統合の安定的形成可能性について議論
した。具体的には協力ゲームとして定式化し
た上で、その典型的解概念であるコア、仁、
シャープレイ値を分析した。 
分析の結果、垂直統合の安定的実現を意味
するコアは、提携前後でのプレーヤー間での
パワーバランスに密接に依存することが分
かった。具体的には、仮に提携間のプレーヤ
ーが提携を逸脱したとした時に、彼らが契約
のリーダーになれないと悲観的に考えてい
る場合に限って存在することを示すことが
できた。またその際の利益配分については、
リテーラーまたは費用の多くかかる企業に
対してより手厚く配分するべきという示唆
を得ることができた。この結果は、電子書籍
の販売をめぐって対立したアマゾン社とマ
クミラン社との間の交渉の過程とも通ずる
ところがあり、垂直統合の安定性に向けては
各プレーヤーが一定の譲歩を示すことが必
要であるとの示唆を得ることができた。 
なおこれらの結果は、経営工学分野におけ
るインパクトの高い国際学術雑誌である
European Journal of Operational Research 
誌に既に掲載されており、学術的には一定の
成果を収めることができた（下記参照）。 
 
（２） 代替関係に非対称性のある市場にお 
ける水平型提携の安定性と利益配分 
 
 垂直統合に象徴される上下流工程間での
垂直型の提携のみならず、単一工程における
ライバル企業間の水平合併についてもモデ
ル化と分析を行った。ここでは主に、その分
析の困難さから圧倒的に先行研究の少ない、
企業間の代替関係に非対称のある状況を分

析の対象とした。具体的に、（１）に記述し
た垂直統合のケースと同様、協力ゲームを用
いてモデル化し、全体提携の安定的実現を示
唆するコアが存在するための条件を見出す
ことを目的とした。 
 分析は困難を極め、当初予定より大幅に進
捗が遅れることとなったが、結果として 3企
業または 4企業からなる市場については、解
析的または数値シミュレーションにより、代
替関係の非対称が強い市場であればコアが
存在しうるということを示すことができた。
これは企業数こそ限定されているが、従来研
究が対称な市場しか想定しておらず、その場
合は、特に提携値の設定に関してδ―想定と
呼ばれる想定（非逸脱提携は提携を継続する
という想定）のもとでは、常にコアが存在し
ないという結論だったことを踏まえると、そ
れを覆す成果であるといえる。これについて
は、既に Economics Bulletin 誌に掲載され
ている。 
 研究では、この知見が一般の n企業からな
る市場についても保存されるかを検証する
べく、モデルの拡張を行った。しかしながら
この分析は想像以上に困難を極め、研究期間
中には証明することができなかった。しかし
幸いにも、コアの存在を証明するために必要
な、平衡集合族を形成する提携についての知
見を得ることができたので、これをもとに研
究期間終了後においても引き続き研究を進
めていきたいと考えている。 
 
（３） 戦略的カスタマイゼーションとその 
ための企業間提携 
 
 顧客ニーズの多様化と、ＩＣＴの進展に伴
う生産の効率化を背景として、消費者に個別
に製品を提供するマス・カスタマイゼーショ
ンが急激に普及してきている。しかしながら、
単一製品と比べればコスト効率性は低いた
め、特に競争下における有利性については懐
疑的な側面もある。そこで、競争下でカスタ
マイゼーションが有利となる条件、並びにそ
れを実現するための製販連携のあり方に示
唆を与えることを目的として、ゲーム理論に
よるモデル構築とその解析を試みた。 
 具体的にまず、本研究課題前に取り組んで
いた科研費課題を引き継ぐ形で、ブランド企
業間によるカスタマイズ競争の研究（科研費
課題 21710158 の研究成果報告書を参照）を
完成させることを行った。最終的に、前出の
European Journal of Operational Research 
誌に掲載され、学術的に一定の成果を収める
ことができた（下記参照）。 
 次に、カスタマイゼーションの提供のため
の製販間の戦略的提携を提案するために、リ
テーラーが自身のプライベートブランド
（PB）としてカスタマイズ商品を企画し、そ
れをナショナルブランド（NB）メーカーに生
産委託して提供するというビジネスモデル
を考え、その実現可能性についてゲーム理論



によりモデル分析を行った。消費者により近
い位置にいるリテーラー側で企画されたき
め細かな商品を扱えるという点で、NB メーカ
ーにとっても大きなメリットがある一方で、
自身の提供する NB 商品とのカニバリゼーシ
ョンが懸念されるため、その戦略的提供のた
めには両者間でのコーディネーションが必
須となる。分析の結果、コーディネーション
のハードルは高いものの、より付加価値の高
いPBであるならばそのハードルを乗り越え、
提供が実現される均衡の存在を示すことが
できた。 
 この結果については、現在海外学術誌に投
稿し、審査中のステータスとなっている。 
 
（４）NB メーカーへの生産委託型 PB の戦略
的提供 
 
前項に関連して、リテーラーが自身の PB
を企画する一方、その生産は NB メーカーに
委託するという製販連携の可能性について、
カスタマイズ PB のみならず、他のタイプの
PB についても検討を行った。具体的には、①
従来型 PB とも言える、NB の下位商品として
の位置づけである垂直差別型 PB、②品質では
なく嗜好の違いに注目して NB との棲み分け
を図る水平差別型 PB、ぞれぞれについて、両
者間でのチャネルコーディネーションの可
能性を分析した。結果として、両者とも提供
の実現のためには両者間でのパワーバラン
スに繊細に依存した形での一定の条件を満
たす必要があるが、水平差別型 PB の方がそ
の条件は緩やかであり、逆に垂直差別型 PB
でのコーディネーションは極めてハードル
が高いことがゲーム理論的に明らかにされ
た。 
肯定的な結果となった水平差別型 PB に関
する結果については、既に Journal of 
Applied Mathematics 誌に掲載されている。 
  
（５）高度なマーケティング活動に伴う意思
決定問題の解析 
 
 本研究の後半では、発展的な課題として、
密接な製販連携によって初めて実現しうる、
より高度なマーケティング活動をとりあげ、
その際に生じる戦略的意思決定問題につい
てモデル構築と分析を試みた。具体的には、
①ブランド商品に象徴される、消費者が消費
に関して負の外部性を持つ（スノッブ効果）
場合での多期間に渡る価格決定、②チェーン
店が多店舗展開する際のロケーション戦略、
③コアプロダクトを持つ企業の新製品展開
戦略、④メーカー間での品揃え競争下でのリ
テーラーによるインストア広告戦略、⑤ター
ゲティング広告を行う際のプラットフォー
ム企業との連携に関する意思決定、などであ
る。 
これらのうち、①については消費者がその
商品の評判を過去のどのぐらいまで遡って

意識するかということに起因して、企業の価
格戦略が期間を通じて単調なものになるの
か、そうでない（振動させる）ものになるの
かが分かれるということを、理論的に証明す
ることができた。これは正の外部性（バンド
ワゴン効果）の際には、場合分けなく常に単
調な価格設定が合理的となることとは対照
的な興味深い結果である。 
また、②については顧客の居住分布が一様
であるとするホテリングモデルのもとでは、
競争企業間で出店可能な店舗数に応じて、一
部地域に集中的に出店して参入阻止を行う
か、あるいはあえて相手と共存するロケーシ
ョンを選ぶのかの対極的な戦略に２分され
るという結果が得られた。この結果は、前出
の科研費課題 21710158 で扱った、企業間で
出店可能数が同一である場合の分析を大幅
に拡張したものであるが、企業間で出店可能
数が非対称である場合についても戦略的示
唆は保存されるという興味深い結果を得る
ことができた。また併せて、社会厚生の観点
からは、後者の戦略下で実現される状態の方
が望ましいことが分かり、政府が出店上限数
を設定できるとした場合における政策的示
唆をも得ることができた。 
以上の結果について、①については
Economics Letters 誌 、 ② に つ い て は
Regional Science and Urban Economics 誌と
いう、いずれも経済学の分野でインパクトの
高い国際誌に掲載され大きな成果を収める
ことができた。一方で、③～⑤についても基
本的なモデル化は既になされており、有意な
示唆を得るべく検討を進めているが、研究期
間内に結論を得ることはできなかった。しか
しながら、いずれも先行研究のほとんど存在
しない重要なテーマと認識しており、研究課
題終了後も引き続き継続して研究を進めて
いきたいと考えている。 
 
以上のように、サプライチェーン・ネット
ワークにおける提携の安定性と、様々なマー
ケティング活動に伴う戦略的提携、という 2
つの視点から戦略的意思決定に関して多く
の知見を得ることができ、そのいくつかはイ
ンパクトのある国際ジャーナルへの掲載を
実現するというレベルでの大きな成果を得
ることができた。そして同時に、特により高
度なマーケティング活動に伴う戦略的提携
という観点で、さらに中長期的に研究を発展
させていく必要があることが明確化された
ことも本研究の成果として付記しておきた
い。 
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